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計画策定に当たって 

計画の背景と目的 

本市においては、平成22 年３月に「西脇市住生活基本計画」を策定し、「西脇らしい豊かな暮

らしを実現する住まいづくり」を基本理念に掲げ、住宅施策の実施に努めてきました。 

平成 26 年度には都市再生特別措置法が改正され、コンパクトなまちづくりと地域交通の再編

との連携により、『コンパクトシティ・プラス・ネットワーク』のまちづくりを進めるため、立

地適正化計画の策定が可能となりました。さらに、全国的に増加傾向にある空き家への対策推進

に向けて、空家等対策計画の策定等を盛り込んだ「空家等対策の推進に関する特別措置法（空家

等対策特別措置法）」が制定され、平成 27 年５月 26 日に完全施行されました。 

そこで、住生活基本計画の前期計画期間の最終年に当たり、都市・住宅政策における国の動向

や、社会経済情勢及び本市の住宅を取り巻く状況等の変化を踏まえて、計画の見直しを行うこと

としました。 

 

計画の位置付け 

本計画は、住生活基本法で策定が定められている国の「住生活基本計画（全国計画（平成 23

年３月）」及び兵庫県の「兵庫県住生活基本計画（平成 24 年１月）」を踏まえ、本市の地域特性

などに配慮した住宅施策に関する基本計画と位置付けます。 

また、本計画は、「西脇市総合計画・後期基本計画（平成 25 年 3 月）」の分野別計画として、

西脇市の住宅政策及び市営住宅の管理の指針となる計画であり、「西脇市総合計画・後期基本計

画」や「西脇市都市計画マスタープラン（平成 22 年３月）」等関連計画との整合を図りつつ、

推進する計画とします。 

 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間 

全計画期間は、平成 22 年度から平成 31 年度までの 10 年間であり、本計画は前期計画期間

の終了に当たって計画の見直しを実施するものです。 

 
【計画期間】平成 22 年度～平成 31 年度の 10 年間 

《西脇市の計画》 

西脇市総合計画・後期基本計画 

（平成 25 年３月策定） 

住生活基本計画 

（全国計画） 

西脇市住生活基本計画

・西脇市都市計画マスタープラン

・西脇市耐震改修促進計画 

・西脇市市営住宅長寿命化計画 
・その他関連計画 

連携 

《国・県の計画》 

兵庫県 

住生活基本計画 
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西脇市の住宅を取り巻く状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口・世帯数の推移 

平成 27 年 4 月 1 日現在の本市の人口

（推計人口）は 40,909 人、世帯数は

15,340 世帯となっています。 

推移をみると、人口は平成７年をピーク

に減少傾向に転じていますが、世帯数は増

加傾向が続いています。このため、１世帯

当たりの人員数は減少しており、平成 27

年には 2.67 人となっています。 

■家族類型別世帯比率の推移 

平成２年から平成 22 年までの 20 年間

で「単独世帯」「夫婦のみ世帯」といった

小規模な世帯の比率が上がっています。特

に単独世帯は 10％も増加し、平成 22 年

には約 23％を占めています。 

一方、「夫婦と子供世帯」及び「その他親

族世帯」の比率は徐々に低下しています。

■年齢３区分別人口比率の推移 

年少者人口及び生産年齢人口が減少す

る一方、高齢者人口の増加が顕著となって

おり、少子高齢化の急激な進行がみられま

す。 

特に、本市の高齢者人口比率 27.4％は、

全国値（22.8％）、県全域値率（25.3％）

を上回っています。 

■住宅数と空き家率の推移 

本市の住宅数は、旧黒田庄町との合併前

から増加傾向が続いており、平成 25 年に

は約 1.8 万戸に達しています。 

一方、空き家率は平成 15 年以降 17％

台で推移し、平成 25 年には 17.2％とな

っており、県、全国の空き家率より約４％

高くなっています。 

＊１ 平成 27 年のみ「兵庫県推計人口（兵庫県企画県民部統計課）」

＊２ 平成 15 年は旧西脇市（黒田庄町を含まない。）のデータ 
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空き家の増加は全国的な問題となっており、平成 26 年には空家等対策特別措置法が制定さ

れ、平成 27 年には完全施行されました。本市の空き家率は、県、全国より高いため、早急な

対策が必要と考え、西脇地区（自治会10 町のうち６町）での空き家予備調査を実施しました。 

調査の結果、６町の住宅空き家数は190 件で、住宅空き家率＊１は約 13％となります。 

同地区の空き家は、長屋建ての住宅が多く、また店舗付住宅が多いことが分かりました。さ

らに、非接道の住宅が空き家全体の約３分の１を占めています。 

また、昭和 25 年以前に建てられた古い住宅が多く、昭和 56 年（建築基準法において新耐

震基準採用）以降の住宅は非常に少ない状況です。かなり老朽化した住宅が全体の約４分の１

みられ、そのうち数件は屋根が落ちるなど倒壊の危険性があります。 

＊１ ６町内の戸建住宅及び長屋建住宅の住宅数（1,444 件）に占める割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■建築時期別住宅比率 

本市では、新耐震基準が適用された昭和

56 年以降建築の住宅比率が 61.0％と、県

全域値より約 10％低くなっています。 

また、築後 55 年以上となる昭和 35 年

以前の老朽住宅は 1,700 戸、12.0％を占

めています。 

■高齢者等のための設備状況 

本市の住宅のうち「設備がある住宅」は、

60.6％と県全域値（55.3％）より５％高

く、高齢者等のための設備の整備が進んで

いることが分かります。 

内訳をみると、最も多いのは「手すりが

ある」（51.4％）で、次に「またぎやすい

高さの浴槽」（23.4％）「段差のない屋内」

（20.7％）と続いています。 

《空き家予備調査の結果》 
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住まい・住環境を取り巻く課題 

(1) 今ある住宅を活用して豊かな住生活を実現する視点 

本市では、空き家が多く発生していますが、このような空き家を含む既存住宅ストックの有効

活用を進めることにより、豊かな住生活を実現することができます。 

ただし、これらの既存住宅ストックの半数以上が築後年数 30 年以上経過しており、世帯構成

やライフスタイルの変化に合わせた増改築や住み替えが必要と見られます。このため、住宅リフ

ォームや中古住宅の流通促進等既存住宅の活用を促進する施策が必要です。 

(2) 安全・安心に暮らすことのできる住環境の形成 

本市は高齢化率が高いため、住宅のバリアフリー化の推進により高齢者や障害者が安心して生

活できる住宅・住環境の整備推進を継続する必要があります。また、福祉施策や都市基盤整備等

との連携により住環境を整備する視点が求められています。 

さらに、既存住宅ストックの約半数は新耐震基準以前に建築された住宅であり、耐震性能上不

安があることから、住宅の耐震化をこれまで以上に促進しなければなりません。 

(3) 西脇市の持続的な発展を支える住宅・宅地政策の展開 

人口減少及び少子高齢化が急激に進行しており、将来にわたって持続的な発展を目指すうえで、

人口減少傾向を抑制し、世代間バランスの回復を図ることが重要課題となっています。 

人口定住のためには、市内で世帯構成やライフスタイルに応じた住宅への住み替えを可能にす

るような多様な住まいの整備を進めるとともに、まちづくりや福祉、教育などの連携により、居

住地としての魅力を高める施策の推進が必要です。 

また、今後他市町村からの若年世帯の呼び込みに向けた方策の検討が必要と考えられます。 

(4) 真に住宅に困窮する市民に対応するため、住宅のセーフティネット機能を再構築する 

今後 10 年間に発生する要支援世帯数の推計を行ったところ、現在市が管理している戸数をベ

ースとした募集により十分対応が可能であることが明らかとなりました。 

しかし、住宅に困窮する市民が今後増加する可能性もあるため、公的賃貸住宅のセーフティネ

ット機能の強化を図るとともに、民間賃貸住宅市場の活用による住宅セーフティネットの再構築

を進めることが求められています。 

(5) 生活利便性を維持・向上させるコンパクトシティの実現 

本市の中心市街地では、工場跡地の空き地や空き店舗が増加しています。また、住宅も築後 50

年以上経過したものが多く、人口流出による空洞化が進んでいます。平成 26 年の都市再生特別措

置法改正により、コンパクトシティの実現に向けて市町村が立地適正化計画を策定し、市街地空洞

化防止のための選択肢として活用することが可能となったことから、同計画の策定を前提として、

コンパクトシティ実現に向けた施策を実施し、利便性の維持・向上を図る必要があります。 

(6) 空き家や空き地の活用・更新の推進による安全・安心で活力あるまちづくりの必要性 

空き家や空き地が増加しており、空き家の中にはかなり老朽化したものも見られます。 

空き家には倒壊等の危険性があり、安全・安心な住宅・住環境の形成に向けて、市の関係部局

が一体となって危険空き家に対応しなければなりません。 

また、空き家の増加はまちの活力の衰退につながることから、まちづくり施策との連携により

その利活用や除却・建て替えを進める必要があります。 
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西脇市住生活基本計画の基本理念 

市民が愛着を持っていきいきと暮らすことができ、また次世代へと住み継がれていく住まい・

まちづくりを進めるに当たって、本計画に求められる理念が適切に表現されていることから、今

回の見直しにおいても、現計画の基本理念を継承するものとします。 

 

 

 

 

 

基本方針と成果指標 

基本理念の実現に向けて、基本方針と成果指標を以下のとおり設定します。 

成果指標については、過去の結果との比較による検証が必要となるため、現計画の成果指標

を引き継ぐこととし、策定当初の目標を達成した項目については目標値を見直します。また、

基本方針２に「住宅の耐震化率」を追加し、基本方針６に対する成果指標を新たに設定します。 

基本方針 成果指標 
計画策定当初
(H22)の状況

現在(H27) 
の状況 

目標値 
(H31) 

１ リフォームの促進等に

よる既存住宅の活用促

進 

持ち家世帯のうちリフォーム実

施世帯の戸数 

【住宅・土地統計調査】 

H15：360 戸/年 H25：754 戸/年 現状維持＊１ 

２ 安全・安心の住宅・住

環境の確保 

「災害に強いまちになってきて

いる」と感じている市民の割合 

【まちづくり市民アンケート】 

H20：45.2％ H25：55.7％ 増加 

住宅の耐震化率 

【兵庫県耐震改修促進計画】 
－ H25：74％＊２ 95％＊３ 

高齢者対応の設備がある世帯の

比率（持家・借家別） 

【住宅・土地統計調査】 

持
家H15：56.5％ H25：70.2％ 75.0％ 

借
家H15：18.2％ H25：32.4％ 40.0％ 

３ 人口定着の受け皿とし

ての住宅・宅地の供給 

社会減の抑制 

【西脇市統計】 

H９～H18 の平均

：△182 人 
H25：△206 人 抑制 

４ 住宅のセーフティネッ

ト機能の確保 

最低居住面積水準未満率 

【住宅・土地統計調査】 
H15：4.8％ H25：3.4％ 解消 

５ 生活利便性を維持･向

上させるコンパクトシテ

ィの実現へ向けた取組 

住宅政策だけではなく、都市計画、商業活性化などとあわせて実現を目指すべき目標であ

るため、数値目標は設定しない。 

 

６ 空き家等＊４の活用・更

新の推進による活力あ

るまちづくり 

空き家等の活用検討を実施した

件数 

【H26 空き家予備調査から推計】

－ 

H26 までの 

実績値 

＝０件 

H27～H31 の 

実績値 

＝合計５件 

基本理念【現計画を継承】 

西脇らしい豊かな暮らしを実現する住まいづくり 

＊１ 現計画策定時点（平成 22 年）のリフォーム実施戸数 360 戸/年を維持するものとする。 

＊２ 平成 25 年住宅・土地統計調査を基に推計した、西脇市の住宅の耐震化率 

＊３ 住宅の耐震化率の目標値は、国の耐震改修促進計画では 95％(平成 32 年度時点)と設定されているが、策定中の兵庫県耐震改

修促進計画では修正される可能性がある。 

＊４ 空き家等には、空き地を含む。 
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具体的施策の展開 

 

基本方針１ リフォームの促進等による既存住宅の活用促進 

(1) 市民の住まいづくりやリフォームをサポートする市場の形成と住まい情報の提供 

①信頼できる住宅関連事業者の育成 ⇒「住宅改修者登録制度(県)」との連携 

②市民向けの信頼できる住まい情報の提供 ⇒市民向けリフォーム講座、住宅相談制度の継続 

(2) 町家や農家住宅など地域の個性ある景観を構成する建築物の保全と活用促進 

⇒「古民家再生促進支援事業(県)」「さとの空き家活用支援事業(県)」の情報提供、活用促進 

 

基本方針２ 安全・安心の住宅・住環境の確保 

(1) 福祉施策とも連携した、高齢者や障害者が安心して暮らせる住宅・住環境づくり 

①住宅・住環境のバリアフリー化の推進 

⇒介護保険、「人生 80 年いきいき住宅助成事業(県)」の利用促進 

②高齢者や障害者が安心して住み続けることができる住宅・住環境の整備 

⇒市営住宅（特定公共賃貸住宅）の空き家活用によるグループホーム整備等 

(2) 災害や犯罪などに強く安心して暮らせる住宅・住環境づくり 

①木造密集市街地における、地区計画等の導入による道路拡幅の推進 

②防災、防犯に配慮した住宅づくり ⇒簡易耐震診断、耐震改修工事等支援等 

③危険老朽家屋（特定空家）等の除却の推進 ⇒空家等対策措置法による対応 

 

基本方針３ 人口定着の受け皿としての住宅・宅地の供給 

(1) 茜が丘の宅地分譲の推進 

⇒積極的なＰＲや情報発信の継続 

(2) 子育て層に対する魅力的な住宅・住環境づくり 

⇒図書館・子育て支援・男女共同参画・コミセン等の機能を中核とした茜が丘複合施設の整備 

⇒空き家等の活用による子育て層向けの住宅、子育て支援拠点等の整備推進 

⇒西脇市総合戦略（平成27 年度策定予定）に基づく若年世帯定住促進方策等の検討等 

(3) 環境にやさしい住宅・住環境づくり 

①環境に配慮した住宅づくりの推進 ⇒「家庭用創エネ省エネ設備等導入促進事業の利用促進」 

②緑豊かな住宅地形成の推進 ⇒田園地域における景観要素の保全活動への支援等 

(4) 魅力的な居住地としての積極的な情報発信 

⇒自然に囲まれた環境の中で、まちなか居住を楽しめる「西脇らしい暮らし方」のＰＲ 

(5) 多自然居住地域として魅力的な住宅・住環境づくり 

⇒農家住宅などの空き家の活用促進等による多自然居住促進 
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基本方針４ 住宅のセーフティネット機能の確保 

(1) 社会情勢を踏まえた市営住宅のストック活用 

①市営住宅ストックの統廃合の推進や建替事業の整備 

⇒建て替え・用途廃止等の活用方針の見直し（下記囲み参照） 

②市営住宅管理制度の変更による既存ストックの有効活用の推進 

⇒世帯の規模や困窮度に応じた住宅への入居を誘導するための型別・優先入居基準の導入 

(2) 民間活力の活用によるセーフティネット機能の強化 

①民間住宅市場における住宅セーフティネット機能の整備 

⇒「住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業(国)」の活用促進等 

 

基本方針５ 生活利便性を維持・向上させるコンパクトシティの実現へ向けた取組 

(1) まちなかで暮らすことの「魅力」の向上に向けた住宅・住環境づくり 

①都市計画道路等の整備に合わせたまちづくりの検討 

⇒公的住宅・民間住宅・福祉関連施設などの整備検討 

②まちなかにおける魅力的な住宅づくり 

⇒本市の中心市街地における魅力的な住まいづくりの提案コンペ開催等の検討 

③まちなかで暮らす楽しさを豊かにする場づくり 

⇒空き家・空き工場等を活用したカフェ・コミュニティスペース等の創出促進 

(2) コンパクトシティの実現へ向けた住宅開発等の誘導 

 

基本方針６ 空き家等＊１の活用・更新の推進による活力あるまちづくり 

＊１ 空き家等には、空き地を含む。 

(1) 空家等対策計画の策定による空き家等の把握と対策の検討 

①空き家等の対策に係る庁内体制整備 ⇒庁内委員会の設置、総合窓口の設置等 

②空き家等の把握及び対策の検討 ⇒空き家等所有者との連携促進、空き家等データベース整備等 

(2) 空き家等の利活用・除却等の対策の推進 

①空き家等の利活用の推進 ⇒行政、自治会、不動産等関連事業者の連携の促進 

②空き家等の除却の推進 ⇒工場等の空き家の更地化・住宅開発等の促進 

⇒空き家除却と建築基準法第 42 条２項道路整備との一体的推進等 

 

日野ヶ丘団地については、市街化調整区域で中心市街地からも離れており、将来的な需要が

見込めないことから、現地建替は今後実施せず、市街化区域内にある利便性が高い雇用促進住

宅等への入居による対応や、市街地の空き家や空き地を活用した集約建替について検討するこ

ととします。 

旭ヶ丘団地については、市街化調整区域ではありますが、板波町の市街地に隣接し利便性が

高いため、現入居者及び用途廃止となる６団地の現入居者を受け入れる集約建替を検討します。 

耐用年限までの残余期間が残っている団地については、必要に応じて安全性確保、居住性向

上、長寿命化等の改善工事を実施し、建物の老朽化や劣化による事故を未然に防ぐとともに、

建物の耐久性を高め、ライフサイクルコストの縮減につなげます。 

《西脇市営住宅の建て替え・用途廃止等の活用方針の見直しについて（概要）》 


